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連結注記表

１．連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社の状況

・連結子会社の数　　　　　　　10社

・主要な連結子会社の名称　　　株式会社VALOR

AMBITION VIETNAM CO.,LTD

株式会社ホープ少額短期保険

株式会社ヴェリタス・インベストメント

株式会社アンビション・エージェンシー

株式会社VISION

株式会社RPAリテックラボ

株式会社Re-Tech RaaS

株式会社アンビション・レント

株式会社アンビション・パートナー

このうち、株式会社Re-Tech RaaS及び株式会社ア

ンビション・レント並びに株式会社アンビショ

ン・パートナーは新たに設立したことにより、当

連結会計年度から連結子会社に含めております。

株式会社アンビション・ルームピアは株式会社ア

ンビション・エージェンシーとの合併により消滅

したため、連結の範囲から除外しております。な

お、株式会社Not Foundは株式会社アンビション・

エージェンシーに社名変更しております。

②　非連結子会社の状況

・主要な非連結子会社の名称　　株式会社ルームギャランティ

・連結の範囲から除いた理由　　非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、連結計算書類に重要な影響

を及ぼさないため、連結の範囲から除外しており

ます。
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(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の状況

　　　該当事項はございません。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

・主要な会社等の名称　　　　　株式会社ルームギャランティ

・持分法を適用しない理由　　　当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、

かつ、全体としても重要性がないため持分法を適

用しておりません。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

　会社名：株式会社ホープ少額短期保険

　決算日：３月31日

　※連結決算日現在で本決算に準じた仮決算を行った計算書類を基礎としております。

(4) 会計方針に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．有価証券の評価基準及び評価方法

・関係会社株式　　　　　　　移動平均法による原価法

・その他有価証券

　時価のあるもの　　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法（評

価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）

　時価のないもの 　　　　　 移動平均法による原価法

ロ．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・販売用不動産　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

・仕掛販売用不動産　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品　　　　　　　　　　最終仕入原価法
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②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）及び2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

は定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　７年～41年

その他　　　　　　　２年～15年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　　　　　　　　　　定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

ハ．リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金　　　　　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金　　　　　　　　従業員の賞与支給に備えるため、賞与支給見込額

のうち当連結会計年度に負担すべき額を計上して

おります。

ハ．店舗閉鎖損失引当金　　　　店舗の閉店に伴い発生する損失に備えるため、店

舗閉鎖に関連する損失見込額を計上しております。
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④　のれんの償却方法及び償却期間

　　　　のれんの償却については、個別案件毎に判断し、10年間の定額法により償却を行

　　　　っております。

⑤　その他連結計算書類の作成のための重要な事項

イ．重要な繰延資産の処理方法

　　　　社債発行費

　　社債の償還期間にわたり定額法により償却しております。

　開業費

　　開業の時から５年にわたり定額法により償却しております。

ロ．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、資産に係る控除対

　象外消費税及び地方消費税は、当連結会計年度の費用として処理しております。

　ただし、一部の連結子会社は税込方式を採用しております。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はございません。

３．表示方法の変更に関する注記

該当事項はございません。
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４．連結貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

定期預金 20,000千円

販売用不動産 1,134,055千円

仕掛販売用不動産 3,348,317千円

建物及び構築物 431,858千円

土地 971,815千円

計 5,906,046千円

（注）債務の担保に供している資産は上記のほか、連結上消去されている子会社株式が
あります。

②　担保に係る債務

短期借入金 424,700千円

１年内返済予定の長期借入金 1,970,322千円

１年内償還予定の社債 21,000千円

長期借入金 2,562,805千円

社債 52,000千円

計 5,030,827千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 226,623千円

（注）減価償却累計額には、減損損失累計額が含まれております。
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５．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び総数

普通株式 6,804,400株

(2) 自己株式の種類および株式数に関する事項

普通株式 48株

(3) 剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額

決 議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

2019年９月26日
定 時 株 主 総 会

普通株式 170,109 25.00 2019年６月30日 2019年９月27日

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年

度になるもの

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

2020年９月29日
定 時 株 主 総 会

普通株式 利益剰余金 51,576 7.58 2020年６月30日 2020年９月30日

(4) 当連結会計年度の末日における当社が発行している新株予約権の目的となる株式の数

普通株式 1,166,200株
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６．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社グループは、設備投資計画やM&Aなどの案件に照らして、必要な資金（主に銀

行借入や社債発行）を調達しております。一時的な余資は主に流動性の高い金融資

産で運用しております。

②　金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

営業債権である営業未収入金は、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券等は、主に業務上の関係を有する企業等の株式であり、市場価格の

変動リスク及び発行体の信用リスクに晒されております。

差入保証金は、差入先の信用リスクに晒されています。

営業債務である営業未払金、未払金及び未払費用は、そのほとんどが１ヶ月以内

の支払期日であります。

営業預り金は、入居者から物件保有者の代理としてお預りした家賃及び敷金等で

あり、そのほとんどが１ヶ月以内の支払期日であります。

預り保証金は、入居者からお預りした敷金であり、入居者ごとに残高を管理して

おります。

借入金及び社債は、主に設備投資及びM&Aに係る資金調達を目的としたものであ

り、償還日は最長で決算日後９年であります。このうち一部は、金利変動による市

場価格等の変動リスクに晒されております。

ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、契約時に支払額が確定してお

り、金利変動リスクはありません。

③　金融商品に係るリスク管理体制

イ．信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権に係る信用リスクは、所管部署が相手先の状況をモニタリングするこ

とでリスク低減を図っております。また、差入保証金については、新規差入時に

相手先の信用状態を十分検証するとともに、所管部署が相手先の状況をモニタリ

ングし、財務状況等の悪化等による回収懸念の早期把握や軽減を図っておりま

す。

ロ．市場リスク（市場価格及び金利等の変動リスク）の管理

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体の財務状況等を把握し、保有

状況を継続的に見直すことでリスクを管理しております。

　借入金及び社債については、定期的に市場変動状況を確認し、金利状況を把握

することでリスクを管理しております。

ハ．資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）

の管理

　営業債務や借入金及び社債については、流動性リスクに晒されておりますが、

当社では月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。
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ニ．金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には

合理的に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動

要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額

が変動することがあります。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　2020年６月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められる

ものは含まれておりません（（注）２．参照）。

連結貸借対照表計上額 時 価 差 額

(1) 現 金 及 び 預 金 3,105,617千円 3,105,617千円 －千円

(2) 営 業 未 収 入 金 227,694 227,694 －

(3) 投 資 有 価 証 券

　 その他有価証券 1,643,176 1,643,176 －

資 産 計 4,976,488 4,976,488 －

(1) 営 業 未 払 金 658,633 658,633 －

(2) 短 期 借 入 金 643,000 643,000 －

(3) 未 払 金 93,414 93,414 －

(4) 未 払 費 用 274,565 274,565 －

(5) 営 業 預 り 金 198,553 198,553 －

(6)
社債（１年内償還予定
の社債含む)

227,000 227,251 251

(7)
長期借入金（１年内返
済予定の長期借入金
含む）

6,981,422 6,974,301 △7,121

(8)
長期リース債務（１年
内返済予定の長期リ
ー ス 債 務 含 む ）

584 584 0

負 債 計 9,077,174 9,070,305 △6,869

（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資　産

(1) 現金及び預金　(2)営業未収入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(3)投資有価証券

　これらについては、取引所の価格又は取引金融機関等から提示された価格によっ

ております。
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負　債

(1) 営業未払金　(2)短期借入金　(3)未払金　(4)未払費用　(5)営業預り金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、当該帳簿価額によっております。

(6)社債(１年内償還予定の社債含む)　(7)長期借入金（１年内返済予定の長期借入金

含む）(8)長期リース債務（１年内返済予定の長期リース債務含む）

　これらの時価については、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な

指標に信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しており

ます。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

（単位：千円）

区分 連結貸借対照表区計上額

非上場株式 135,946

非連結子会社株式 1,000

差入保証金 225,966

長期預り保証金 748,039

　これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もるこ

とができず、時価を把握することが極めて困難と認められるため、上記表に含めて

おりません。

３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

１年以内

（千円）

１年超

５年以内

（千円）

５年超

10年以内

（千円）

10年超

（千円）

現金及び預金 3,105,617 － － －

営業未収入金 227,694 － － －

合計 3,333,311 － － －
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４．短期借入金、社債、長期借入金及び長期リース債務の連結決算日後の返済予定

額

１年以内

（千円）

１年超

２年以内

（千円）

２年超

３年以内

（千円）

３年超

４年以内

（千円）

４年超

５年以内

（千円）

５年超

（千円）

短期借入金 643,000 － － － － －

社債 100,600 55,400 43,000 28,000 － －

長期借入金 2,673,550 1,942,761 749,173 511,021 618,089 486,827

長期リース債務 584 － － － － －

合計 3,417,735 1,998,161 792,173 539,021 618,089 486,827

７．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社及び一部の連結子会社では、東京都その他の地域において、居住用の賃貸等不

動産（土地を含む。）を有しております。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
当連結会計年度末の時価

当連結会計年度期首残高 当連結会計年度増減額 当連結会計年度末残高

1,271,066千円 153,037千円 1,424,103千円 1,575,937千円

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であり

ます。

２．当連結会計年度末の時価は、適切な市場価格を反映していると考えられる指標

等を用いて自社で算定した金額であります。
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８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 570円88銭

(2) １株当たり当期純利益 48円15銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　　　　 　親会社株主に帰属する当期純利益　　　　　　　　　327,607千円

　　　　　 普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　　　　　 －千円

　　　　　 普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益　　327,607千円

　　　　　 普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　　　　　6,804,371株

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はございません。

10．追加情報

資産保有目的の変更

賃貸等不動産の一部について、賃貸等不動産から販売用不動産へ保有目的を変更し

たことに伴い、賃貸等不動産851,149千円を販売用不動産に振り替えております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券

・子会社株式及び関連会社株式　移動平均法による原価法

・その他有価証券

時価のあるもの             決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定）

時価のないもの             移動平均法による原価法

②　たな卸資産

・販売用不動産　　　　　　　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下による簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品                      最終仕入原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

定率法によっております。

ただし、建物（建物附属設備を除く）及び2016年

４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物

については定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　７年～41年

その他　　　　　　　２年～15年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。

なお、自社利用のソフトウエアについては、社内

における利用可能期間（５年）に基づく定額法に

よっております。

③　リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

リース期間を耐用年数として、残存価額を零とす

る定額法を採用しております。

(3) 引当金の計上基準

　貸倒引当金　　　　　　　　　  債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。
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(4) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

　　①　重要な繰延資産の処理方法

　　社債発行費　　　　　　　　　社債の償還期間にわたり定額法により償却してお

ります。

　　②　消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によ

っており、資産に係る控除対象外消費税及び地方

消費税は、当事業年度の費用として処理しており

ます。

２．会計方針の変更に関する注記

該当事項はございません。

３．表示方法の変更に関する注記

　該当事項はございません。
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４．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産及び担保に係る債務

①　担保に供している資産

定期預金 20,000千円

販売用不動産 645,959千円

建物 431,858千円

土地 971,815千円

関係会社株式 182,680千円

計 2,252,313千円

②　担保に係る債務

短期借入金 424,700千円

１年内返済予定の長期借入金 114,122千円

１年内償還予定の社債 21,000千円

長期借入金 1,476,805千円

社債 52,000千円

計 2,088,627千円

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 130,367千円

(3) 保証債務

　　他の会社の金融機関からの借入債務に対し、保証を行っております。

　　　株式会社VALOR　　　　　　　　1,800千円

　　　株式会社Re-Tech RaaS　　　　42,500千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、金銭債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権

　　長期金銭債権

85,054千円

2,431千円

②　短期金銭債務

　　長期金銭債務

848,369千円

－千円

５．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

売上高 60,193千円

売上原価 1,709,252千円

販売費及び一般管理費 17,896千円

営業取引以外の取引高 13,791千円

６．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の種類及び数

普通株式 48株
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７．税効果会計に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税 6,222千円

貸倒引当金繰入超過額 45,298千円

未払費用 9,347千円

投資有価証券評価損 52,999千円

その他 6,278千円

繰延税金資産小計 120,146千円

評価性引当額 △52,999千円

繰延税金資産合計 67,146千円

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金 △493,716千円

繰延税金負債合計 △493,716千円

繰延税金負債の純額 △426,569千円
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８．関連当事者との取引に関する注記

親会社及び法人主要株主

（単位：千円）

種類
会社等の名

称
所在地 資本金

事業
の
内容

議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係

取引の
　内容

取引の
金額

科目
期末
残高

主要
株主

株式会社TS
コーポレー
ション

東京都
目黒区

1,000
資産
管理

被所有
直接
10.58％

債務
被保証

当社金融
機関借入
に対する
債務被保
証（注）

728,595 － －

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）当社は、金融機関借入に対して債務保証を受けております。なお、保証料の支

払は行っておりません。

子会社等

（単位：千円）

種類 会社等の名称
議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者と
の関係

取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社
株式会社ヴェリ
タス・インベス
トメント

所有
直接100％

家賃保証
金銭借入
役員の兼任

資金の
借入（注）

800,000 短期借入金 800,000

－
1年内返済予定
の長期借入金

22,244

支払賃料 1,661,029 　　－ －

支払利息 12,457 未払金 10,082

取引条件及び取引条件の決定方針等

　（注）資金の借入については、市場金利を勘案して金利を決定しております。
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９．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 380円83銭

(2) １株当たり当期純利益 20円05銭

（注）１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

　　　　当期純利益　　　　　　　　　　　　　　　　 136,422千円

　　　　普通株主に帰属しない金額　　　　　　　　　　　　－千円

　　　　普通株式に係る当期純利益　　　　　　　　　 136,422千円

　　　　普通株式の期中平均株式数　　　　　　　　 6,804,371株

10．重要な後発事象に関する注記

　該当事項はございません。

11．追加情報

（資産保有目的の変更）

賃貸等不動産の一部について、賃貸等不動産から販売用不動産へ保有目的を変更した

ことに伴い、賃貸等不動産851,149千円を販売用不動産に振り替えております。
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